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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 
２ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。 
３ 第30期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失が計上されているた
め、また希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第31期中については希薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため、記載をしておりません。 

    ４ 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については該当ありません。 

  

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 6,931 1,041 1,035 8,062 2,041 

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △1,122 △113 17 △1,354 △148 

中間純利益又は中間（当
期）純損失（△） 

(百万円) △2,657 △107 31 △2,844 △272 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 1,940 1,940 1,940 1,940 1,940 

発行済株式総数 (千株) 11,368 11,368 11,368 11,368 11,368 

純資産額 (百万円) 2,076 1,745 1,585 1,876 1,599 

総資産額 (百万円) 7,140 5,052 3,292 6,048 3,905 

１株当たり純資産額 (円) 189.70 159.49 144.88 171.46 146.15 

１株当たり中間純利益 
又は中間（当期）純損失
（△） 

(円) △263.76 △9.83 2.87 △270.72 △24.86

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.1 34.5 48.1 31.0 40.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 425 △81 △51 △5 △76

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 466 241 303 1,119 507

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △523 △758 △507 △991 △1,432

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,691 847 189 1,445 444

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
100 
(257)

54
(273)

45
(222)

64 
(211)

49
(251)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、当社は関係会社を有しておりません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

従業員数(人) 45 (222) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金融政策による金利上昇の懸念など不安定要因があった

ものの、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加し、景気は緩やかな回復基調を維持してまいりました。 

このような状況のもと当社といたしましては、利益体質企業への転換を実現するために中古市場の買取相場を意識

した「買い取り」仕入業務により良質商品の潤沢な調達に努め、買い取り客数の増加、店頭在庫商品の質の向上と品

揃えの充実を図ってまいりました。特に、楽器・バッグ・貴金属売場の店内改装を実施し、商品量の増加とお客様の

選びやすさ・買いやすさに対応し売上拡大に努めております。また、全商品の鮮度向上や適切な価格設定による販売

客数の増加と粗利額の確保に努め、さらに全従業員の「買い取り」「生産」「販売」オペレーション技術を向上させ

人的生産性の向上を図ってまいりました。 

   これらの結果、当中間会計期間の売上高は前会計年度中に２事業所を閉鎖したものの、既存店の売上高増加が寄

与し、１０億３５百万円（前年同期比５百万円減）となりました。経常利益は１７百万円（前年同期比１億３１百

万円増）となり、また、投資有価証券売却益を特別利益に、家電保証費用を特別損失に計上したため中間純利益は

３１百万円（前年同期比１億３８百万円増）と大幅な改善となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ２億５４百万円減

少し、１億８９百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果、使用した資金は５１百万円（前年同期は、８１百万円）となりました。これは主に、税引前中

間純利益が３５百万円であったこと、また、たな卸資産が１億５百万円増加したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は３億３百万円（前年同期は、２億４１百万円）となりました。これは主に、敷金

及び保証金等の償還による収入が２億７８百万円、投資有価証券の売却による収入が３７百万円あったことなどによ

るものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果、使用した資金は５億７百万円（前年同期は、７億５８百万円）となりました。これは主に、短

期借入金の減少が２億７０百万円、長期借入金の返済が２億２３百万円あったことなどによるものであります。 

  

  

  

  

  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

当中間会計期間の商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

   当社は、リユース事業に業態転換し、当中間会計期間において黒字化を達成いたしました。この利益体質を継続

的に維持拡大することを重要課題と考えており、そのために下記の課題に取り組んでまいります。 

1) お客様にとって魅力ある商品と豊富な品揃えを提供するため、買取り仕入技術の向上・商品政策の徹底を図ってま

いります。 

2) リユース事業のレベルアップと業容拡大に備え、従業員の人材育成を集中的に実施してまいります。 

3) 現状のオペレーションを徹底的に見直し、人的生産性によるローコスト経営を目指してまいります。 

4) 資産効率を改善し、経営体質の強化を推し進めてまいります。 

  

  

  

  

  

  

事業部門別 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

     ハードオフ事業 205,856 151.2 

     オフハウス事業 214,696 151.2 

その他事業 73,686 111.0 

合計 494,239 143.4 

事業部門別 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

     ハードオフ事業 368,754 98,3 

     オフハウス事業 424,824 98.4 

その他事業 242,290 103.1 

合計 1,035,869 99.4 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

   前事業年度末において計画した重要な設備の新設、除却等はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、売却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在」欄の発行数には、平成18年12月１日以降提出日までの旧商法第280条ノ19に基づく新株引受権により発行され

たものは含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成10年６月26日) 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 11,368,541 11,368,541
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 11,368,541 11,368,541 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 28,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 324 同左 

新株予約権の行使期間 
平成12年７月３日
平成20年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格
資本組入額 

324
162 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入その他一切
の処分は認められないものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(注) 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

 (1) 対象者は、新株予約権の行使時においても、当社の取締役または従業員であることを要する。 

 (2) 当社取締役である対象者が任期満了または定年により当社取締役の地位を喪失した場合及び当社従業員である対象者が

当社就業規則第47条第１項に基づき定年退職した場合、(1)の規定にかかわらず、当該取締役または従業員は、その地位

の喪失後90日間に限り、その地位喪失時に未行使の新株予約権を行使することができるものとする。ただし、この場合

においても、行使期間の最終日を過ぎて新株予約権を行使することはできない。対象者が前段の事由により当社取締役

または従業員でなくなった日が、新株予約権の行使期間の開始日に先立つ場合には、(1)の規定にかかわらず、対象者

は、当該開始日から起算して90日間に限り、その地位喪失時に未行使の新株予約権を行使することができるものとす

る。 

 (3) 対象者が当社取締役または従業員の地位を喪失するとともに当社監査役または当社子会社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位を取得した場合及び当社就業規則第48条第９号(会社都合により解雇)に基づき解雇された場合は、(1)及び

(2)の規定にかかわらず、新株予約権の行使が認められるものとする。 

なお、当社監査役または当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位を取得した対象者がその後これらの地位を

喪失した場合の取扱いは、(2)の規程に準ずるものとする。 

 (4) 新株予約権の相続は、認められないものとする。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づく欠損てん補によるものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式426千株（3.75%）があります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平 成 18 年 ６ 月 29 日
（注） 

― 11,368,541 ― 1,940,898 △272,029 240,835

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

清 水 一 郷 神奈川県横浜市泉区 1,775 15.62 

株式会社ハードオフコーポレー
ション 

新潟県新発田市新栄町３－１－13 1,502 13.21

株式会社デンコードー 宮城県仙台市宮城野区榴岡１－７－10 1,119 9.84 

田 中 玲 子 神奈川県横須賀市 636 5.60 

田 中 和 雄 神奈川県横須賀市 489 4.30 

渡 邉 未 来 東京都中央区 402 3.54 

堀 内 裕 紀 東京都文京区 395 3.48 

清 水 弘 通 神奈川県横須賀市 356 3.14 

清 水   遙 神奈川県横浜市泉区 331 2.91 

田 中 麻 紀 神奈川県横須賀市 329 2.90 

計 ― 7,337 64.54 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」の欄には自己株式356株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 426,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,936 ― 
10,936,000 

単元未満株式 普通株式 6,541 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 11,368,541 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,936 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ワットマン 

神奈川県横浜市旭区鶴ヶ
峰本町１丁目27番13号 

426,000 ― 426,000 3.75

計 ― 426,000 ― 426,000 3.75 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 155 320 451 297 263 249 

最低(円) 134 130 192 208 222 162 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間財務諸表について、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査

法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  

１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   847,312    199,647   444,578    

２ 売掛金 ※２ 7,993    13,737   11,840    

３ たな卸資産   457,530    455,578   350,313    

４ 未収入金   491,552    9,250   225,400    

５ 一年内償還予定長期
預け金   97,741   52,863 99,324    

６ その他   112,861    75,662   138,769    

流動資産合計     2,014,991 39.9  806,739 24.5  1,270,228 32.5

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ※１             

１ 建物 ※２ 559,538    421,711   442,717    

２ 土地 ※２ 583,125    583,125   583,125    

３ その他   59,689    42,939   47,462    

有形固定資産合計     1,202,353 23.8  1,047,776 31.8  1,073,304 27.5

(2) 無形固定資産     14,719 0.3  8,003 0.3  9,194 0.2

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※２ 398,234    317,049   403,633    

２ 敷金及び保証金   1,184,195    967,151   988,163    

３ その他   237,907    145,787   161,454    

投資その他の 
資産合計    1,820,336 36.0 1,429,987 43.4 1,553,250 39.8

固定資産合計     3,037,409 60.1  2,485,767 75.5  2,635,749 67.5

資産合計     5,052,401 100.0  3,292,506 100.0  3,905,978 100.0

          



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   17,552    22,289   16,212    

２ 短期借入金 ※２ 1,409,825    577,260   861,073    

３ 未払費用   267,089    145,898   194,172    

４ 未払法人税等   8,813    7,461   9,864    

５ 未払消費税等   ―    757   ―    

６ 賞与引当金   2,700    2,700   1,000    

７ その他   107,238    55,809   81,239    

流動負債合計     1,813,219 35.9  812,176 24.7  1,163,560 29.8

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２ 847,880    526,155   736,785    

２ 繰延税金負債   93,770    86,022   116,230    

３ 役員退職金引当金   169,029    ―   ―    

４ 預り保証金   ―    259,548   263,443    

５ その他   383,163    23,322   27,743    

固定負債合計     1,493,842 29.6  895,049 27.2  1,143,207 29.3

負債合計     3,307,062 65.5  1,707,226 51.9  2,306,767 59.1

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     1,940,898 38.4  ― ―  1,940,898 49.7

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   512,865    ―   512,865    

資本剰余金合計     512,865 10.1  ― ―  512,865 13.1

Ⅲ 利益剰余金               

１ 中間(当期) 
  未処理損失   107,559    ―   272,029    

利益剰余金合計     △107,559 △2.1  ― ―  △272,029 △7.0

Ⅳ 土地再評価差額金     △681,387 △13.5  ― ―  △681,387 △14.4

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金    137,191 2.7 ― ― 155,666 4.0

Ⅵ 自己株式     △56,668 △1.1  ― ―  △56,801 △1.5

資本合計     1,745,339 34.5  ― ―  1,599,210 40.9

負債資本合計     5,052,401 100.0  ― ―  3,905,978 100.0

          



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)
 

               

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  1,940,898 58.9   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    240,835   ―    

資本剰余金合計     ― ―  240,835 7.3   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) その他利益剰余金                

繰越利益剰余金   ―    31,413   ―    

利益剰余金合計     ― ―  31,413 1.0   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △56,801 △1.7   ― ―

株主資本合計     ― ―  2,156,345 65.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 110,322 3.3   ― ―

２ 土地再評価差額金     ― ―  △681,387 △20.7   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― △571,065 △17.4   ― ―

純資産合計     ― ―  1,585,280 48.1   ― ―

負債純資産合計     ― ―  3,292,506 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     1,041,792 100.0  1,035,869 100.0   2,041,918 100.0

Ⅱ 売上原価     360,812 34.6  388,974 37.6   706,427 34,6

売上総利益     680,979 65.4  646,895 62.4   1,335,490 65.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     773,048 74.2  622,833 60.1   1,432,313 70.1

営業利益又は営業損

失（△） 
    △92,068 △8.8  24,062 2.3   △96,822 △4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   25,058 2.4  18,401 1.8   36,165 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   46,264 4.5  24,486 2.4   87,840 4.3

経常利益又は経常損

失（△） 
    △113,274 △10.9  17,977 1.7   △148,498 △7.2

Ⅵ 特別利益 ※３   79,348 7.6  27,294 2.6   327,335 16.0

Ⅶ 特別損失 
※４ 

※５ 
  70,433 6.7  9,800 0.9   434,834 21.3

税引前中間純利益 
又は中間（当期） 
純損失（△） 

   △104,359 △10.0 35,472 3.4   △255,996 △12.5

法人税、住民税及 

び事業税 
  3,200    3,273   6,200    

法人税等調整額   ― 3,200 0.3 785 4,058 0.4 9,832 16,032 0.8

中間純利益又は中間 
（当期）純損失 
（△） 

    △107,559 △10.3  31,413 3.0   △272,029 △13.3

中間(当期)未処理損
失（△）    △107,559 ―   △272,029 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,940,898 512,865 512,865 △272,029 △272,029 △56,801 2,124,931 

中間会計期間中の変動額               

 資本準備金の取崩   △272,029 △272,029 272,029 272,029   ― 

中間純利益       31,413 31,413   31,413 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― △272,029 △272,029 303,442 303,442   31,413 

平成18年９月30日残高(千円) 1,940,898 240,835 240,835 31,413 31,413 △56,801 2,156,345 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 155,666 △681,387 △525,721 1,599,210 

中間会計期間中の変動額         

 資本準備金の取崩       ― 

 中間純利益       31,413 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △45,343   △45,343 △45,343 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △45,343 ― △45,343 △13,930 

平成18年９月30日残高(千円) 110,322 △681,387 △571,065 1,585,280 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間純利益又は中間
（当期）純損失（△） 

  △104,359 35,472 △255,996 

減価償却費   37,603 27,499 73,809 

長期前払費用償却額   14,957 12,091 28,775 

減損損失   ― ― 84,301 

賞与引当金の増加額（△減
少額） 

  △5,300 1,700 △7,000 

役員退職金引当金の減少額   △130 ― △474 

受取利息及び受取配当金   △11,948 △10,255 △17,746 

支払利息   31,406 16,081 55,006 

支払手数料   5,021 1,425 7,330 

有形固定資産除却損   592  ― 25,076 

有形固定資産売却損   ― ― 6,154 

投資有価証券売却益   △79,348 △27,294 △158,650 

役員退職引当金戻入益   ― ― △168,685 

解約損失金   ― ― 225,853 

       家電保証費用   ― 9,800 74,900 

    店舗譲渡損   ― ― 12,163 

売上債権の減少額 
（△増加額） 

  762 △1,896 △3,084 

たな卸資産の減少額 
（△増加額） 

  17,653 △105,264 86,539 

その他資産の減少額   85,725 6,153 12,510 

仕入債務の増加額   2,282 6,200 709 

未払費用の減少額   △31,195 △66,746 △142,112 

未払消費税等の増加額   ― 62,901 56,289 

小計   △36,278 △32,132 △4,340 

利息及び配当金の受取額   5,514 5,036 5,778 

利息の支払額   △32,161 △15,344 △56,577 

手数料の支払額   △6,650 △3,000 △7,435 

法人税等の支払額   △11,752 △6,171 △13,702 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △81,327 △51,611 △76,276



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  ― 10,000 ―

投資有価証券の売却による 
収入 

 126,240 37,542 231,244

有形固定資産の取得による 
支出 

 △2,897 △781 △3,647

有形固定資産の売却による
収入 

 ― 7,875 1,224

敷金及び保証金等による 
支出 

 △15,588 △9,400 △27,883

敷金及び保証金等の償還 
による収入 

 131,636 278,205 187,153

その他   1,927 277 26,877 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 241,319 303,718 507,859

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   ― △270,000 △130,000 

長期借入れによる収入   ― ― 100,000 

長期借入金の返済による 
支出 

 △743,504 △223,443 △1,374,352

自己株式の取得による支出   ― ― △133 

その他の支出   △14,607 △13,594 △27,952 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △758,111 △507,037 △1,432,437

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額） 

 △598,120 △254,930 △1,000,854

Ⅵ 現金及び現金同等物 
期首残高 

 1,445,432 444,578 1,445,432

Ⅶ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

 847,312 189,647 444,578

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  当社は前々事業年度において営

業損失712,188千円、前事業年度に

おいて同1,266,963千円、当中間会

計期間において同92,068千円と、

継続して営業損失を計上しており

ます。 

当該状況により、当社には継続

企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

前々事業年度及び前事業年度の

大幅な営業損失は、競争激化等に

より赤字体質となった家電事業か

らの完全撤退を行い、リユース事

業への業態転換を前事業年度まで

に行ったためのものであります。

当中間会計期間はリユース事業を

黒字基調に乗せるには至らず、営

業損失を計上しております。 

当該状況を解消し、リユース事

業を黒字体質化するため当社は、

①良質商品を調達する商品政策の

徹底による販売客数と販売金額の

増加②査定マニュアルの作成、充

実など買取り仕入技術の向上と適

切な価格設定による粗利の確保③

買取・生産・販売オペレーション

の向上など人的生産性によるロー

コスト経営等を骨子とした経営計

画を策定し業務改善に着手してお

ります。これらの業務改善により

粗利率の上昇と固定費の削減を推

進し、確実に利益計上できる強い

経営体質を実現する所存でありま

す。 

中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映しておりません。 

当社は第28期事業年度以降、継

続して営業損失を計上しておりま

した。当中間会計期間においては

営業利益の計上となり事業構造の

改善が見られましたが、財政状態

の著しい改善には至っておりませ

ん。当該状況により、当社には継

続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

当該状況を解消し、リユース事

業を黒字体質化するため当社は、

①良質商品を調達する商品政策の

徹底による販売客数と販売金額の

増加、②査定マニュアルの作成、

充実など買い取り仕入技術の向上

と適切な価格設定による粗利の確

保、③買い取り・生産・販売オペ

レーションの向上など人的生産性

によるローコスト経営等を骨子と

した経営計画を策定し業務改善を

推進しております。 

これらの業務改善により粗利額

の上昇とコストの削減を推進し、

営業利益をさらに増加させる強い

経営体質を実現する所存でありま

す。 

  中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映しておりません。 

当社は第28期事業年度以降、継

続して営業損失を計上しておりま

す。当該状況により、当社には継

続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

  しかし、第28期事業年度及び

第29期事業年度の大幅な営業損失

は、競争激化等により赤字体質に

なった家電事業からの完全撤退を

行い、リユース事業への業態転換

を第29期事業年度までに行ったた

めのものであります。当事業年度

はリユース事業を黒字基調に乗せ

るには至らず、営業損失を計上し

ております。 

  当該状況を解消し、リユース

事業を黒字体質化するため当社

は、①良質商品を調達する商品政

策の徹底による販売客数と販売金

額の増加、②査定マニュアルの作

成、充実など買い取り仕入技術の

向上と適切な価格設定による粗利

の確保、③買い取り・生産・販売

オペレーションの向上など人的生

産性によるローコスト経営等を骨

子とした経営計画を策定し業務改

善に着手しております。これらの

業務改善により粗利額の上昇とコ

ストの削減を推進し、確実に利益

計上できる強い経営体質を実現す

る所存であります。 

財務諸表は継続企業を前提とし

て 作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原

価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

     ―――― 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価（評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算出） 

時価のないもの 

     同左 

  

(1) 有価証券 

子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  商品 

ハードオフ事業及びオ

フハウス事業…… 

 売価還元法による原

価法 

その他事業（ホビーオ

フ事業）…… 

 売価還元法による原

価法 

その他事業（ブックオ

フ事業）…… 

 総平均法による原価

法 

(2) たな卸資産 

商品 

   同左 

(2) たな卸資産 

商品 

  同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法(ただし、平

成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備

を除く)については定

額法) 

なお、耐用年数及び残

存価額においては、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社

利用)については、社

内における見込利用可

能期間(５年)に基づく

定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備

えるため、賞与支給見込額

の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(1) 賞与引当金 

同左 

(1) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備

えるため、賞与支給見込額

の当期負担額を計上してお

ります。 

  (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当中間会計期間末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成１７年

３月１６日）及び「『退職

給付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第

７号 平成１７年３月１６

日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経

常損失及び税引前中間純損

失は2,839千円少なく計上

しております。 

（追加情報） 

 退職給付引当金は従来、

原則法による計算式によっ

て算定した退職給付債務に

基づいて計上しておりまし

たが、前事業年度の下期に

おいて簡便法による計算式

によって算定した退職給付

債務に基づいて計上する方

法に変更しました。 

 なお、前中間会計期間は

変更後の方法によった場合

に比べ、販売費及び一般管

理費、営業損失並びに経常

損失が4,701千円多く、特

別利益が19,759千円少なく

計上され、税引前中間純損

失が24,460千円多く計上さ

れています。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

    ―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    ―――― 

  

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

    ―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    ―――― 

  

  (3) 役員退職金引当金 

 役員に対する退職金の支

給に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(3) 役員退職金引当金 

    ―――― 

(3) 役員退職金引当金 

 役員に対する退職金の支

給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上し

ております。 

 なお、平成18年３月の取

締役会決議にて役員退職慰

労金制度を廃止しておりま

す。廃止に伴い役員退職金

戻入益168,685千円を特別

利益に計上しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引につい

ては、すべて金利スワップ

の特例処理の要件を満たし

ているため、当該特例処理

を適用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段…金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象…借入金利 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

 内部規程に基づき、借入

金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動

リスクを回避する目的で利

用しております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) 有効性評価の方法 

 すべて特例処理によって

いるため有効性の評価を省

略しております。 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しており

ます。なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は、相殺の

うえ中間貸借対照表上、未

収消費税等としておりま

す。 

消費税等の処理方法 

税抜方式を採用しており

ます。なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は、相殺の

うえ中間貸借対照表上、未

払消費税等としておりま

す。 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しており

ます。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示法方の変更 

  

  

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 固定資産の減損に係る
会計基準 

 当中間会計期間から「固
定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議
会 平成14年８月９日））
及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平
成15年10月31日 企業会計
基準適用指針第６号）を適
用しております。これによ
る損益に与える影響はあり
ません。 

    ―――― 
当事業年度から「固定資
産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会
平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成15年
10月31日 企業会計基準適
用指針第６号）を適用して
おります。これにより、税
引前当期純損失が84,301千
円増加しております。 
なお、減損損失累計額に
ついては、改正後の財務諸
表等規則に基づき当該各資
産の金額から直接控除して
おります。 

 貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計
基準 

  
    ―――― 

当中間会計期間から「貸
借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準
第５号）及び「貸借対照表
の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計
基準適用指針第８号）を適
用しております。 
 従来の「資本の部」の合
計 に 相 当 す る 金 額 は
1,585,280千円であります。 
 なお、当中間会計期間に
おける中間貸借対照表の純
資産の部については、中間
財務諸表等規則の改正に伴
い改正後の中間財務諸表等
規則により作成しておりま
す。 

    ―――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 （中間貸借対照表） 
  「未収入金」は前中間期まで流動資産の「その他」
に含めて表示していましたが、当中間期末において資
産の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。 
  なお、前中間期の「未収入金」の金額は11,630千円
であります。 

（中間貸借対照表）
  「預り保証金」は前中間期まで固定資産の「その
他」に含めて表示していましたが、当中間期末におい
て重要性が増したため区分掲記しました。 
  なお、前中間期の「預り保証金」の金額は382,015
千円であります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

553,286千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

592,017千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

565,708千円 

※２ 担保提供資産 

   担保に供されている資産 

売掛金 1,549千円

建物 213,719千円

土地 583,125千円

投資有価証
券 

328,742千円

計 1,127,136千円

※２ 担保提供資産 

   担保に供されている資産 

売掛金 2,404千円

建物 195,648千円

土地 583,125千円

投資有価証
券 

262,719千円

計 1,043,897千円

※２ 担保提供資産 

   担保に供されている資産 

売掛金 1,965千円

建物 203,814千円

土地 583,125千円

投資有価証
券 

338,493千円

計 1,127,398千円

   対応する債務 

短期借入金 111,590千円

長期借入金 
(一年内返済 
予定分を含 
む。) 

513,875千円

   対応する債務 

短期借入金 58,000千円

長期借入金
(一年内返済
予定分を含 
む。) 

281,600千円

   対応する債務 

短期借入金 58,000千円

長期借入金
(一年内返済 
予定分を含 
む。) 

384,648千円

３ 運転資金の効率的な調達を行

なうために取引金融機関４社

と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。 

  

当座貸越極
度額 

2,100,000千円

借入実行残
高 

358,000千円

差引額 1,742,000千円

３ 運転資金の効率的な調達を行

なうために取引金融機関３社

と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。 

  

当座貸越極
度額 

500,000千円

借入実行残
高 

158,000千円

差引額 342,000千円

３ 運転資金の効率的な調達を行

なうために取引金融機関３社

と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。 

  

当座貸越極
度額 

1,900,000千円

借入実行残
高 

158,000千円

差引額 1,742,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 6,731千円

受取手数料 3,978千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 5,322千円

受取手数料 3,397千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 12,528千円

受取手数料 7,468千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 31,406千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 16,081千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 55,006千円

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売
却益 

79,348千円

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売
却益 

27,294千円

※ ３ 特別利益のうち重要なもの
投資有価証券 
売却益 

158,650千円

役員退職金引当
金戻入益 

168,685千円

※ ４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損  

 その他 2,233千円

長期保証費用 68,200千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

長期保証費用 9,800千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

解約損失金 225,853千円

固定資産除却損 31,461千円
固定資産売却損 6,154千円
減損損失 84,301千円
店舗譲渡損 12,163千円
長期保証費用 74,900千円

５      ――――  ５    ―――― ※５ 減損損失 

   当社は資産のグルーピングを

事業所単位で行っております。

このうち営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスの見込が

予想される事業所について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損益に計上しました。 

  （内訳） 

   なお、各事業所用資産の回収

可能価額は使用価値により測

定しており、割引率は５％を

用いております。 

用途及び場所 
神奈川県内の

４事業所 

減損損失 84,301千円

建物 41,486千円

構築物、器具

及び備品 
4,401千円

無形固定資産 1,352千円

その他 37,060千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 36,188千円

無形固定資産 1,415千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 26,309千円

無形固定資産 1,190千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,061千円

無形固定資産 2,748千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
  
  
  
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

  前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 11,368 ― ― 11,368 

    合計 11,368 ― ― 11,368 

自己株式         

  普通株式 426 ― ― 426 

    合計 426 ― ― 426 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

  

現金及び預金 
勘定 

847,312千円

  
現金及び現金 
同等物 

847,312千円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金
勘定 

199,647千円

預入期間が３
ヶ月を超える 
定期預金 

△10,000千円

  
現金及び現金
同等物 

189,647千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金
勘定 

444,578千円

現金及び現金
同等物 

444,578千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 
  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 
  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他 
(器具及 
び備品) 

335,655 158,305 177,349

  

取得価額
相当額
  

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
（千円）

中間期末
残高 
相当額
(千円)

その他 
(器具及 
び備品) 

271,807 189,442 27,743 54,621

取得価額
相当額
  

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円）

期末残高
相当額
  

(千円)
その他
(器具及 
び備品) 

283,185 174,831 27,743 80,610

    
(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高 

１年内 62,736千円 

１年超 179,791千円 

合計 242,528千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高 

１年内 53,874千円 

１年超 93,536千円 

合計 147,410千円 

リース資産
減損勘定中
間期末残高 

23,322千円 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高 

１年内 53,463千円 

１年超 120,578千円 

合計 174,041千円 

リース資産
減損勘定期
末残高 

27,743千円 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 37,496千円

減価償却費 
相当額 

50,466千円

支払利息 
相当額 

5,732千円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 30,212千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

4,420千円

減価償却費
相当額 

25,987千円

支払利息
相当額 

3,581千円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 71,196千円

減価償却費
相当額 

91,263千円

支払利息
相当額 

10,425千円

減損損失 27,743千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする級数法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 117,071 348,034 230,962 

合計 117,071 348,034 230,962 

  中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 50,200 

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 81,121 266,849 185,727 

合計 81,121 266,849 185,727 

  中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 50,200 

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 91,368 353,433 262,064 

合計 91,368 353,433 262,064 

  貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 50,200 



(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

当社が行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いており

ます。 

  

(当中間会計期間末)(平成18年９月30日) 

当社が行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いており

ます。 

  

(前事業年度末)(平成18年３月31日) 

当社が行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いており

ます。 

  

  

  



 (１株当たり情報) 

  

  

(注)   １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 159円49銭 １株当たり純資産額 144円88銭 １株当たり純資産額 146円15銭

１株当たり中間純損失 
金額 

9円83銭
１株当たり中間純利益
金額 

2円87銭 １株当たり当期純損失 24円86銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め、また希薄化効果有している潜在

株式がないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果有している潜在株式がないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め、また希薄化効果有している潜在

株式がないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間純利益又は中間
（当期）純損失（△）
(千円） 

△107,559 31,413 △272,029

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― ―

普通株式に係る中間純
利益又は中間(当期)純
損失（△）(千円) 

△107,559 31,413 △272,029

期中平均株式数(千株) 10,942 10,942 10,942

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

新株予約権  １種類
潜在株式の数 36,000株
これらの詳細は、「第４
提出会社の状況 １株式
等の状況 (2)新株予約権
等の状況」に記載のとお
り。 

新株予約権  １種類
潜在株式の数 28,000株

同左 

新株予約権  １種類 
潜在株式の数 28,000株

同左 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第30期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株 式 会 社 ワ ッ ト マ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワットマン

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ワットマンの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前々事業年度において営業損失712,188千円、前事業年度において

同1,266,963千円、当中間会計期間において同92,068千円と、継続して営業損失を計上しているため、会社には継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

株 式 会 社 ワ ッ ト マ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワットマン

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ワットマンの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は第２８期事業年度以降、継続して営業損失を計上していた。当中間

会計期間においては営業利益の計上となり事業構造の改善が見られたが、財政状態の著しい改善には至っていない。当該状況によ

り、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 
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